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2020年４月21日 

静岡経済研究所（理事長 一杉逸朗）では、新型コロナウイルスの感染拡大がもたらす「コロナショッ

ク」が、静岡県経済に及ぼす影響について、県内企業439社へ緊急アンケート調査を実施しましたので、そ

の結果をご報告いたします。 

 

【アンケート調査概要】 

調査対象：静岡県内の企業・事業所 1,054 社を対象に調査（回答者数 439 社、回答率 41.7％） 
調査時期：2020 年３月 26 日～4 月 10 日 
調査手法：郵送およびＷＥＢによる依頼・回収 

 
＜回答企業の属性＞ 
業  種：製造業 44.2％（輸送用機器 6.4％、食料品 5.7％など）、非製造業 55.6％（卸・小売業 22.8％、 

宿泊・飲食サービス業 8.0％など）、不明 0.2％ 
従業員数：29 人以下 21.4％、30～99 人 38.7％、100～299 人 27.1％、300 人以上 11.6％、不明 1.2％ 
所 在 地：東部 30.8％、中部 36.0％、西部 32.3％、不明 0.9％ 

 

１．感染拡大の影響 

ほぼすべての企業でマイナス影響 

新型コロナウイルスの感染拡大に関連して、需要の落ち込みや仕入れの遅れなど、事業活動になんら

かの影響を受けているかを尋ねたところ、「影響を受けている」が69.9％、「現在、影響はないが、今

後、影響を受けそう」が27.3％と、ほぼすべての企業が、すでに影響を受けているか、今後、影響を受

けそうだと考えている。 

  

 

  

企業活動を直撃する“コロナショック” 

４～６月の静岡県ＧＤＰは前年比▲17.8％減 

～県内企業439社への緊急アンケート～ 
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図表１ 新型コロナウイルス感染拡大の影響
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２．感染拡大による売上高の推移 

４～６月は△２割以上の減収予想、宿泊・飲食サービス業は売上半減の予想 

感染拡大がなかった時の想定売上高を100として、１～３月の実績値と４～６月の見通しを尋ねたとこ

ろ、１～２月は100をわずかに下回る水準にとどまったものの、３月に86.7と急減。今後の見通しにおい

ては、４～６月は70台で推移すると予想するなど、悲観的な見通しとなっている。 

特に厳しい状況に置かれているのが宿泊・飲食サービス業で、収入が半分以下の状態が３カ月間以上

続くと予想する。輸送用機器も、５月以降、△２割以上の減少を見込んでいる。 

 

 

 

 

○ 影響を受けている 69.9％ 

現在、影響はないが、今後、影響は受けそう 27.3％ 

合計 97.2％ 

 

 

 

○ 感染拡大がなかった時の想定売上高を100とした場合の実績値と見通しは、３月（86.7）以降に急減

し、４～６月は▲２割以上の減収。宿泊・飲食サービス業でマイナス幅大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

98.4

95.7

86.7

79.7
77.9 77.6

97.4

96.7

92.6

83.4

74.9 75.7

101.2

91.1

57.4

43.6

47.3
49.7

2020.１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

図表２ 感染拡大後の売上高推移（想定売上高＝100）

（１～３月実績、４～６月見通し）
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３．静岡県ＧＤＰへの影響 

４～６月期は▲17.8％と、リーマン・ショックを上回る経済的損失 

今回のアンケート結果をもとに、感染拡大が静岡県のＧＤＰにもたらす影響を試算した。試算には静

岡県の県民経済計算速報および産業連関表を用いて、売上高、生産額の変動に伴う四半期別ＧＤＰの増

減率を推計した。 

2020年１～３月期については、静岡県のＧＤＰは４兆684億円、前年同期比で△5.6％の減少となる。

全業種で前年比マイナスが見込まれ、特に宿泊・飲食サービス業（△16.7％）のマイナスが大きい。 

４～６月期は、マイナス幅が拡大し、静岡県のＧＤＰは３兆6,134億円と、前年同期比で△17.8％の大

幅な減少予想。宿泊・飲食サービス業が△53.4％、輸送用機器も△22.0％と大幅な減少。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、リーマン・ショックの翌年の2009年度の県内ＧＤＰは前年比△6.6％、東日本大震災の翌年の

2012年度は同△0.7％だった。７月以降の早い段階で終息し、経済活動に改善が見られなければ、リーマ

ン・ショック時以上の惨状も予想される。 

 

 

図表３ コロナショックによる静岡県ＧＤＰへの影響 
（単位：億円、％）

2019年
1-3月期

2020年
1-3月期

増減 増減率
2019年
4-6月期

2020年
4-6月期

増減 増減率

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ Ｂ／Ａ Ｃ Ｄ Ｄ－Ｃ Ｄ／Ｃ

県内総生産（全産業） 43,077 40,684 △ 2,393 △ 5.6 43,956 36,134 △ 7,822 △ 17.8

製造業 14,100 13,275 △ 824 △ 5.8 15,193 12,327 △ 2,866 △ 18.9

食料品 2,203 2,117 △ 85 △ 3.9 3,176 2,725 △ 451 △ 14.2

パルプ・紙・木製品 973 936 △ 37 △ 3.8 1,028 881 △ 147 △ 14.3

化学製品 1,989 1,899 △ 90 △ 4.5 1,927 1,726 △ 201 △ 10.5

鉄鋼・非鉄金属 902 818 △ 84 △ 9.3 941 713 △ 227 △ 24.2

金属製品 492 463 △ 29 △ 6.0 531 420 △ 111 △ 20.9

一般機器 1,304 1,211 △ 93 △ 7.2 1,262 1,007 △ 256 △ 20.3

電気機器 2,587 2,377 △ 210 △ 8.1 2,770 2,095 △ 675 △ 24.4

輸送用機器 2,284 2,183 △ 101 △ 4.4 2,178 1,699 △ 479 △ 22.0

その他の製造業 1,366 1,272 △ 94 △ 6.9 1,380 1,062 △ 318 △ 23.1

非製造業 28,978 27,409 △ 1,569 △ 5.4 28,763 23,807 △ 4,956 △ 17.2

建設業 2,448 2,436 △ 12 △ 0.5 2,062 1,922 △ 140 △ 6.8

卸売・小売業 3,469 3,305 △ 163 △ 4.7 3,419 2,843 △ 576 △ 16.9

運輸・通信業 1,917 1,846 △ 71 △ 3.7 1,865 1,562 △ 303 △ 16.3

宿泊・飲食サービス業 1,123 935 △ 188 △ 16.7 1,122 523 △ 599 △ 53.4

サービス業・その他 20,021 18,887 △ 1,134 △ 5.7 20,295 16,958 △ 3,337 △ 16.4

注1）2019年（1～3月期、4～6月期）は、静岡県統計利用課「平成30年度静岡県の県民経済計算（速報）」をもとに当所推計

注2）2020年（1～3月期、4～6月期）は、アンケート結果や静岡県産業連関表等をもとに当所推計

業種
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４．感染拡大を受けた対応【人員関係】 

半数の企業が、夏の賞与の引下げを検討 

４割の企業が、雇用調整助成金の活用を検討 

〔従業員への賃金支払いや雇用の維持、採用活動などの「人員関係」についての質問〕 

賃金について、49.7％の企業が「夏の賞与の前年比引下げ」を検討している。規模が小さい企業や、感

染拡大によって４月の売上高が想定よりもマイナスとなっている企業で、引下げ可能性が高い。 

雇用の維持については、「雇用調整助成金を活用し、従業員を休業させる」（実施済み、実施可能性あ

りを合わせて38.7％）企業が多い。製造業で多い。正社員の早期退職の募集や、非正規社員の契約更新

見送りなど、雇用調整に踏み切る企業も一定数ある。 

採用活動について、新卒、中途、非正規社員ともに採用活動を抑制する動きが見られる。 
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図表３ 感染拡大を受けた対応（人員関係）
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５．感染拡大を受けた対応【生産・流通関係】 

設備投資計画を延期・中止する企業が４割 

生産計画を下方修正する企業も４割 

〔生産や物流などの計画や体制の見直し、仕入・販売先の見直しなど「生産・流通関係」への質問〕 

「設備投資計画の見直し（計画延期・中止など）」を実施済み、今後、実施する可能性ありとする企業

が41.0％。製造業52.5％、非製造業31.9％と、特に製造業で見直しの動きが高まる。 

従業員数100～299人で44.6％、300人以上で51.0％と、比較的規模の大きい企業で、設備投資計画の見直

しの動きが高まる。 

「生産計画の見直し（下方修正）」を実施済み、今後、実施する可能性ありとする企業が38.7％。製造

業に限ると66.0％。 
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図表５ 感染拡大を受けた対応（生産・流通関係）
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業界内で、事業の継続が

困難になる企業が出かねない

自社の取引先で、事業の継続が

困難になる企業が出かねない

すでに事業の継続が

困難な企業が出始めている

自社の事業の一部で、

継続が困難になることが懸念される
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影響を及ぼしかねない

すでに自社の事業の一部を縮小した

現時点で、事業縮小・廃業・倒産につながる

状況は見られない

図表12 事業継続の状況について（複数回答）

業
界
内
や
取
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先
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ど
他
社
の
状
況

自
社
の
状
況

６．事業継続の状況 

現在の環境が続いた場合、３割が事業全体の継続に懸念あり（休業・廃業・倒産等の懸念を示す） 

〔自社が属する業界内や取引先の企業および自社の現在と今後の事業継続に関する質問〕 

① 現在の環境が続いた場合の自社の状況 

「自社の事業全体の継続にも影響を及ぼしかねない」、すなわち休業や廃業、倒産の懸念も示している

企業が３割近くあり。300人以上の企業でも４分の１が事業全体への影響を懸念している。 

自社の一部あるいは全体の事業継続に影響を受ける、あるいはすでに受けているとしている企業（＝自

社の事業継続になんらかの支障が出かねないとする企業）は、全体の４割。宿泊・飲食サービス業、サ

ービス業・その他、輸送用機器では半数以上と高い。 
 

② 自社を取り巻く他社の状況 

「業界内で、事業の継続が困難になる企業が出かねない」（58.8％）、「自社の取引先で、事業の継続

が困難になる企業が出かねない」（55.6％）と、過半数の企業が、自社を取り巻く他社の事業継続に懸

念を示す。「すでに事業の継続が困難な企業が出始めている」も12.3％あり。 

（質問項目ごとの回答割合の多い業種） 

「業界内で事業の継続が困難になる企業が出かねない」：宿泊・飲食サービス業、輸送用機器 

「自社の取引先で事業の継続が困難になる企業が出かねない」：一般機器、電気機器 

「すでに事業の継続が困難な企業が出始めている」：宿泊・飲食サービス業、電気機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自社の事業継続になんらかの支障が
出かねないとする企業は 40.3％※ 
 
宿泊・飲食サービス業（62.9％） 
サービス業・その他（52.1％） 
輸送用機器（50.0％） 

※３つの選択肢のうち 1 つ以上を 

選択した企業の割合 
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７．行政等に期待する支援策 

製造業は雇用面の支援、非製造業は適切な情報発信に期待を寄せる 

〔行政など公的機関に期待する支援策についての質問〕 

製造業では、「雇用調整助成金など、雇用を維持した企業に対する助成」（71.6％）や「休業補償な

ど、従業員個人に対する助成」（60.3％）など、従業員の雇用や生活を守るための施策に期待。 

非製造業では、雇用に対する施策への期待が高いことに加えて、「全国一律ではなく、地域の実情を

踏まえた適切な自粛要請」（50.0％）、「市民への正確な情報発信等による、行き過ぎた自粛ムードの

払拭」（44.3％）など、適切な情報提供を求めている。 

製造業、非製造業ともに、「低利・無利子の融資制度」や「税金・社会保険料・公共料金などの納付

猶予・減免」など資金面での支援を求める声が４割前後あり。 

宿泊・飲食サービス業では、資金面での支援策や、需要創出のための消費喚起策に対する期待が大き

い。小規模な企業ほど資金的な支援策に対する期待が高まる。300人以上の企業では、「テレワーク実現

やネット販売実現のためのＩＴ導入支援」への要望も多い。想定していた売上高よりも４月の売上高が

マイナスと回答した企業では、マイナス幅が大きくなるほど資金面の支援策に対する要望が高いほか、

行き過ぎた自粛ムードの払拭や業種を絞った消費刺激策など、売上を確保するための需要の創出にも期

待。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本件のお問い合わせ先：森下泰由紀、塩野敏晴 


